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グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ に お け る

フ レー ム ワ ーク に 関 す る 一 考 察

一 アカウ ンタ ビリティ 概念とエイ ジェ ンシー 理論との融合は可能か ？ 一

大 島 正 克
（亜細亜大学）

Ｉ． は じ め に

近年・ 社会関連会計の研 究の一環と して・ グリー ン・アカウ ンティ ングの研究 が盛ん に行わ

れ て お り、 ま た そ れ に 伴 い、 そ の フ レ ー ム ワ ー ク と し て の 「ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ 概 念 の 拡 充 あ

る い は 再 検 討」 も、 大 き な 意 味 を 持 っ と こ ろ と な っ て い る。 他 方、 グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン

グ の フ レ ー ム ワ ー ク に 「エ イ ジ ェ ン シ ー 理 論」 を 当 て は め、 ブ リ ン シ
パ ル ・ エ イ ジ ェ ン ト 関 係

か ら 説 明 す る こ と も 試 み ら れ て い る。 ま た、 エ イ
ジ ェ ン シ ー 理 論 が フ レ ー ム ワ ー ク と し て は シ

ン プ ル で あ り、 委 託 一 受 託 関 係 （ｓｔｅｗａｒｄｓｈｉｐ）に 形 式 上 極 め て 類 似 し て い る こ と か ら、 ア カ

ウ ンタ ビリティ概念にエイ ジェ ンシー理論を援用 してアカウ ンタ ビリティの拡充を試 みよ うと

する研究もあ 孔 さらに、 そ れらが融合 したフ レームワーク もあ 孔 以下、 これ らを整理 し、

グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ の フ レ ー ム ワ ー ク と し て、 何 が 適 切 か の 着 干 の 考 察 を 行 う こ と と

す る。

ＩＩ． フ レー ム ワ ー ク を 「従 来 の アカ ウ ンタ
ビリ テ ィ の 拡 充 に よ る」 と す る 場 合

周知のように・ 現行の制度会 計の下で・ 従来のアカウ ンタ ビリティ 概念 はその説明のフ レー

ムワークとして用いられてきた 概念である。

委託者は自分の経済的資源 （例 えぱ資金） を受託者に委託 し、 受 託者はこの経済的資源 を受

託 し・ 委 託 者 に 対 し て 受 託 責 任 （ｍａｎａｇｅｒｉａ１ｒｅｓｐ ㎝ｓｉｂｉ砒ｙ）を 負 う こ と に よ り 、 委 託 者 と 受

託者の間に委託一受託関係 （ｓｔｅｗａｒｄｓｈｉｐ）が成立す 孔 受 託者 は、 委 託 され た 経済 的資 源 を

保 全し管理する責任 （保全管理責任） と、 その経済的資源を経営により 運用 する権限と、 そ の

運用 の成果を委 託者に報告・説明す る責任 （アカ ウ ンタ ビリティ：会計責任、 報告責任） とを

負 う。 受託者に よる報告・説明 が、 委託 者に より了承され、 承認さ れる ことにより、 受託者 は

受 託責 任を解除さ れることになる （［図１］ を参照）。

（論 点 １） 最 近 は、 ａ㏄ｏ ㎜ｔａｂｉ１ｉｔｙ を ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ と い う カ タ カ ナ 表 記 に よ り 用 い る

か・ ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ ・ 会 計 貴 任・ ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ （会 計 責 任 ） の よ う に 訳

との併記 表記 により用い られるこ とがよく ある。 アカウ ンタ ビリ ティ という用語 を

そのまま用 いると一般的に言われる （っま り会 計的な場面と は限 らな い場合に も用
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い られる）「報告貢任」 になるので、 それと区別する
ためであろうか。

委託 一受託関係から生 じる アカ ウ ンタ ビリ ティ は報告責任 であ り、 「会 計事 項」

に限 られていないことか ら考 えると、 アカウ ンタビリ ティ を会計 責任と訳すの は狭

いと も考えられる。 しか し、 我
々 の扱う場 面は経済的資源の委託一受託関係であり、

そ の範囲でのアカウ ンタ ビリティ だとする と財務的報告になるということにより、

会計 責任としても妥当性 はあ る、 と見る見 方も成りたっ。 そ
れをより明確に示すた

めに、 カ タカナ・訳の併記表 記に
よる記 載があるのであろうか。 いずれに して もカ

タカ ナのアカウ ンタ ビリ ティ だけで は、 以 上の点が曖昧になるおそれがあ る。 とく

に、 アカウ ンタ ビリ ティ の拡充を考え る
とき、 それが、 報告責任なの か会計責 任な

のかで・ 大きく論点 も・ 異なってくる のでは
ないだろうか。

以 上 の 従 来 の ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ と い う フ レ ー ム ワ ー ク を グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ （現

境会計） の場面への適用 へと拡充すること が・ 可能か否
かの検討に移 孔

飯田氏が、「『環境会計』 におけるアカウ ンタ ビリティ ・会計責任
とな ると、 ま ずだれが ［だ

れに］ 対する説明・報 告責任をもつのか、 もうひ
とっ明確 にさ れな かったうらみが残っている

ようである。」（飯田、１９９５，ｐ．五） と指摘さ れているよう に、
企業 会 計の グリ ー ニ ン グ化 にと

もなうアカウ ンタ ビリティの拡充は大 いなる論点と いえよう。

［図 １］ 従 来 の 委 託 一 受 託 関 係 と ア カ ウ ン．
タ ビリ テ ィ
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［図 ２］ 委 託 ・ 受 託 関 係 と 企 業 の 環 境 に 対 す る ア カ ウ ン タ ビリ テ ィ

ｒ
． ■’誰が委託者に 舳 ← 一 ． １

地球資源

十
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（報 告 責 任 ： ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ

誰 に 対 して 報告 す る の か ？）

ここで、 いくっ かの論点 をあ げて、 試論的に検 討
を加えてみたい （［図２］ を参照）。

（論 点 ２） グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ に お け る ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ の フ レ ー ム ワ ー ク で は、
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だれが委 託者で、 だれが受託 者か、 そして、 だれがだれ に報 告・説明するのか、 と

いう ことがま ず間題となる。

ま た、 そ れ に と も な い、

（論点３） 委 託者 は、 何を委託するの か。 従来の経済的資源にかわっ て、 自然 資源あ るいは

自然 環境 は委託物あるい は委託財 産になりうるか、 という問題 が生起 する。

ま ず、 受託者側は企業である、 と捉 えることには問題 はな かろ う。 間題 は、 だれ

が委託者 か、 ということである。 さ らに問題 となるのは、 そ の委 託者 には、 委 託物

を委託す る意思 があるか、 という ことであ る。 委託者に委託の意思 がなけ れぱ、 委

託一受託 関係 は成立 しないことに なるからであ る。

逆に、 だれが報告・説明を受け るか、 と いう ことから考えると、 報告・説明 を受

けて分か るの は、 我々あるい はせ いぜいそ の集 合体と しての社会 であり、 その 他の

何者 でもな いはずである。 ディー プ・エコロ ジーの理念では、 自然物 に委託者 の地

位を与えるこ とは可能かも しれな いが （冨増、ｉ９９３年、ｐ．４２）， 報告を 受け て 「分

かる」 と いう 点から、 まだ一般の承認 を得 ているとは言いがたい、
と いわ ざる をえ

な い
。

ここで もう一 度、 委託者であるための条件を整 理してみると、

１） 委託物を所有 していること、

２） 委託物を受託 者に委託するという意思を持っ ていること・

３） 受託者か らの 委託物の運用に関する報告・説明 が分かること、

４） その報告を承 認す ることにより受託者に対 して 受託責任を解除することができ

る こ と 、

があげられるが、 これらの条件を満たす委託者と しては自然人か法人しかないの

ではなかろうか。 社会 契約 説等を前提として、 社会 を委 託者としても上記 の４条件

は満 たされないの ではなかろうか。 社会科学と しての論 としては、 軌道をはずして

いることを承知の上で、 委 託者に 「神」 を置いたと して も、 全知全能な神 は、 すべ

てお見通 しとすれ ぱ、 改 めて報告することなどは不要と いう ことになるの ではなか

ろ う か。

ここに至り前 に進 めなく なるの であ る。 改めて、 もう一度前提にま で立ち 戻り 考え 直す こと

に しよう。 しかるに、 っ ぎの論点が浮 かび上がる。

（論 点 ４） 環 境 的 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ （あ る い は、 グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ、 社 会 的

ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ 、
パ ブ リ ッ ク ・ ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ） は、 従 来 の ア カ ウ ン タ ビ

リティの延長線上 にあることを自明 の理と してよいか、 という問題である。

環境的アカウ ンタ ビリティにお いて、（論点３） で示 した委託 者と なる ため の条

件が満たされ ず、 従 来の意味での委託一受託関係 が成立しないな らぱ、 環境的アカ
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ウ ンタ ビリティ は従来のアカウ ンタ ビリティの延長線上 にあるとはいえな いのでは

なかろう かｏ

そ れは従来 のアカウ ンタ ビリティ の拡充で はなく、 用語 は
全く同 じアカウ ンタ ビ

リ テ ィ だ が、 従 来 の ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ と は 全 く 異 質 な ア カ ウ ンタ
ビ リ テ ィ と して、

現境的アカウ ンタ ビリティ を考える必腰 があるの ではなかろうか。

っまり、 委託者及び委託 者による委託の
意思がなく ても成り立っと いう意 味での

ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ を 含 む、 従 来 の ア カ ウ ン タ
ビ リ テ ィ の 拡 充 の 線 上 に は な い、 環

境的 （グリー ン・ 社会的、
パ ブリック） アカウ ンタ ビリティの構築が望ま れること

に な る。

皿
．
フ レー ム ワ ー ク を 「エ イ ジ ェ ン シ ー 理 論 の 適 用 に よ る」 と す る 場 合

エ イ ジ ェ ン シ ー 関 係 （ａｎ ａｇｅｎｃｙ ｒｅ
ｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ ： 本 人 と 代 理 人 と の 関 係 ） と は 、 Ｊｅｎｓｅｎ ａｎｄ

Ｍ㏄ｋｌｉ㎎ によ れぱ、「一人以上の人 （プリ ンシパ ル） が自らの代理と して何 らか のサ
ー ビスを

遂行させるべく別な人 （エイ ジェ ント） と 交わす契約と して、 そ してプリン シ
パ ルの代理には

エ イ ジ ェ ン ト に 対 し て あ る 意 思 決 定 権 限 を 委 譲 す る こ と を 伴 う、 そ う し た 契 約」
（Ｊｅｎｓｅｎ ａｎｄ

Ｍｅｃｋ１ｉｎｇ，１９７６，ｐ．
３０８）と し て 定 義 さ れ て い る。 さ ら に、 「そ の 関 係 に あ る 両 者

が 自 己 の 利 益 を

最 大 に す る 人 （ｕｔｉ１ｉｔｙ ｍａＸｉｍｉＺｅｒＳ） で あ る な ら ぱ、 エ イ ジ ェ ン ト は、 プ リ ン シ
パ ル の 利 益 最

大化 となるようには必ず しも行動す るとは限ら卒いと信 じるこ とは合理的である。」 （ｉｂｉｄ・・ｐ・

３０８） と して いる。 確 かにこう した 「従来と はかなり異なった理論 的フレ
ー ムワ ーク か ら会計

を 見ている点は、 手法の問題と は別 に非常に興味を ひく ものである。」
（冨 塚、 １９８９， Ｐ．１３７）

と 指摘されるように、 我々にとっ て一考す
ぺき視点 を与えてく れている。 エイ ジェン シー理論

の 考 え 方 の 基 本 的 特 徴 を 整 理 し て み る こ と に す る （Ｊｅｎｓｅｎ ａｎｄ Ｍｅｃｋ１ｉ㎎，
１９７６
， ｐｐ・
３０８－３１０・

冨 塚 、
ｉ９８９
， ｐｐ．
１３８－１３９．

１９９４
， ｐｐ．
３５－３６．

大 崎
、
１９８９
， ｐｐ．
１６４－１６５． 鳥 羽 ・

１９９４
， ｐ・
１２
・
） （［図 ３］

を参照）。

１） 経済人 （ホモ・エ コノ ミックス） の合 理性 を前提に してい 孔 したがって・ プリ ンシ
パ

ルもエイ ジェ ントも、 それぞれ自己 の利 益
を最大化すべく行動 をとる。

２） プ リ ン シ パ ル と エ イ ジ ェ ン ト の 間 に、 コ ン フ リ ク ト
が 生 じ、 そ れ に と も な い エ イ

ジ ェ ン

シ ー ・ コ ス ト が 発 生 す る。 そ し て、 こ の エ イ
ジ ェ ン シ ー ・ コ ス ト の 発 生 と 回 避 あ る い は 最

小 化が、 両 者の行動に大きな影響 を与える。

３） ほとんどすべての組織は、 個人 間での一違の 契約 関係 の 連 鎖と して 機能 す る法 的擬制

（１ｅｇａ１ｆｉｃｔｉｏｎｓ）と み な さ れ る。 し た が っ て 分 析 主 体 が、 組 織 で は な く そ の 構 成 メ ン
バ ー

であるさまざま主体に置か れている。

４） 契約関係を重視 している。

とく に注目されるの は、 たと えぱ 「会計情報 の作成者は利用 者に 対
して全面的に奉仕すると
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いう ’非現実的な” 前提 は置 かずに、 む しろか れらは自分の効用を最大化するよう努力 し、 ま

た会計基準に対 して もでき るか ぎり自分の都合の よいように修正 しようと働きかけるといった、

より ’現実的な” 前提の下 で、 現行の会計実践を記述 あるいは説明 しようと する の であ る。」

（冨塚、１９９４，ｐｐ，３５－３６．）
と表現されるよう に、 新古典派経済 学の いう 経済 人の 合理 性 が前 提

と な っ て い る 点 で あ る。

［図 ３］ ブ リ ン シ パ ル ー エ イ ジェ ン ト関 係

ｒ プリン用←Ｔ一一■
モ ニ タ リ ン グ ・ シ ス テ ム

イ ン セ ン テ ィ ヴ ・ シ ス テ ム

ボ ン デ ィ ン グ ・ シ ス テ ム

（と し て の デ ィ ス ク ロ ジ ャ ー）

Ｌ
＿ ＿ 今 エイジエント

［図４］ エイ ジェ ン ト セ あ る 経 営 者 の 自 己の 利 益 最 大 化 を 目 指 す 行 動

経営活動 （営業行為）

そ の もの

経営活動を会計数値に

十 置き 換 え る 活 動

（会計方針の選択適用）

以上 のエイ ジェンシー理論が、 グリー ン・ アカ ウ ンティ ング （環境会計） の場 面に適用 可能

か否 かの検 討に移る。

（論点 ５） エイ ジェントを企業あるいは経営者 あるいは会計情報の作成者 とした場 合・ プリ

ン シ パ ル は、 何 に あ た る か、 と い う 間 題 で あ る。

グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ で は、 地 球 環 境 が プ リ ン シ パ ル、 企 業 が エ イ ジ ェ ン

トと いうこと で措 定することになるが、 地 球環境という領域で考えると、 企業 はエ

イ ジェ ントである と同 時に、 自分もその地球現 境に含められ プリンシパルともなる。

つまり、 理論と しては、 エイ ジェ ントと プリ ンシパルという明確に２分する立場か

ら考えね ぱな らな いのに、 それができないとい うならぱエイ ジェ ンシー理論は、 当

てはまらないので はな いか。

これは、 大会 （１９９４，
１Ｏ
，
８．於：早稲 田大 学） 発 表 時に 國部 氏よ りい 頂 いた コメ

ン ト で あ る が、 確 か に そ の 通 り と い え る。

エイ ジェ ンシー理論が当てはま らない、 とす るならぱ、 っ ぎの論 点もま た意味のないものに

な っ て し ま う。 っ ま り、

（論点 ６） 経営者によ る企業の環境への貢献 情報 （正の貢献・負の貢献 を含め て） にっ いて

の デ ィ ス ク ロ ジ ャ ー ・ シ ス テ ム を、 ボ ン デ ィ ン グ ・ シ ス テ ム と し て み な す こ と は 合

理的 か。

しか し、 現実 には、 企業 により環境への貢献情報 はさまざまなされっっあるが、 こ の行為を
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どのように解釈すぺき であろうか。 少なくとも現在 のところ任意ではあるが （一部制度化を見

据えて） さなざまな工 夫のもとに環境情報が ディスク ロジャーされている。

（論点７） 企業 は適 切にディスクロ ジャー して いるか、 というこ
とと、 企業 は適切 に現境に

対 して行動 したか、 ということは別なこ とではあるが、 現境監査を どう捉 える か、

におい ては大きな間題となる。

現 在 の と こ ろ、 エ イ
ジ ェ ン シ ー 理 論 が 当 て は ま ら な い、 と す る 以 上、 デ ィ ス ク ロ

ジ ャ ー ・ シ ス テ ム を ボ ン デ ィ ン グ ・ シ ス テ ム と し て 論 を 進 め る こ と は、 い ま し ぱ ら

く ペンディ ングしておくこと として、 環境情報の ディスク ロー
ジャーを 「他の者に

情 報を伝達する知識 を有する 者に よる任意の行 為」 （ 北村、１９９３，ｐ．２０．） と して

捉 えておくことと しよう。 したがって、 この場合考 えられる環境監査は、 その情報

内 容に不正 や誤謬 はないか、 ありのま まに ディ スク ロ ジャーされているか・ という

ことを監査する、 いわゆる証取
法的監査とな るだろうと措定 しておくことにしよう。

ま た、 この 場合 の企業行為は
あく まで、 環 境情報のディスクロ

ジャーであり、 報告

ではありえ ないということは銘記 して おく必腰 があろう。

さらに、 現境監
査を前提に しない ディ スク ロジャーな らぱ、 これ はもう単 に企業

の全くの任 意によるＰＲか、 せいぜい ＩＲということにな るであろう。

ｌＶ
．
フ レ ー ム ワ ー ク を 「Ｇｒａｙ 等 お よ ぴ Ｐｏｗθｒ の 理 論 に よ る （す な わ ち、 「エ イ

ジェンシー理論」 の援 刷二よる 「アカウ ンタ ビリティの拡充」 に 基 づく）」 とす

る場合

Ｇｒａｙ．
Ｒ
．，
Ｏ ｗｅｎ，

Ｄ
．，
ａｎｄ Ｍ ａ ｍ ｄｅｒｓ，

Ｋ
．，
は
、
ｒ エ イ ジ ェ ン シ ー 理 論 」 の 援 用 に よ る 「 ア カ ウ

ンタ ビリ ティ の拡 充」 につ いて次の よう にいっている。 すなわち、「社会的貢 任、 社会 報告、

社会会計そ して社会監査 はす べて、『アカウ ンタ
ビリティ』 という用 語によっ て結びっけられ、

それ によ ってかなり正確な定義 が与 えられる用 語である。『アカウ ンタ ビリティ』 と いう用 語

は、 貢任を負っている 活動の計 算書 （必ずしも財務計 算書で
はない） を提供する義 務・要請 ・

責任 を意味する。 そ れが実際問題として意味してい るこ
とは、『プリン シパル』 と 『工 一 ジェ

ント』 の観点か ら話す ならぱもっと明確に理解さ れるであろう。ｒブリ ンシパル』 と 『工一ジェ

ント』 という言葉 は、 常識的な契約法のもとで は、 一般に他の当事者 （プリンシ
パ ル） の代理

として活動するあ る当事者 （工一 ジェ ント） を意 味している。 プリンソパルは、 工一ジェ

ントに対 して次の 二つ の責任を設定 してい 孔

・活動１こ対す る責 任

・ そ れ ら の 活 動 を 説 明 す る 責 任、 す な わ ち ア
カ ウ ン タ ピ リ テ ィ 」 （Ｇｒａｙ，ｅｔ．ａ

Ｉ
，
１９８７
，ｐ，
２、 山 上

達 人、
１９９２
，ｐ．
３） （［図 ５］ を 参 照）。

こ の Ｇｒａｙ 等 の 考 え 方 を も と に、 Ｐｏｗｅｒ は 監 査 プ ロ セ ス の 「 グ リ ー ニ ン グ （ｇｒｅｅｎｉ㎎ ） 」
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［ 図 ５ ］ Ｇｒａｙ 等 の
プ リ ン シ パ ル ー エ イ ジ ェ ン ト の ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ 契 約

Ｐｒｍｃ１ｐａ１

． Ｉｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎｓ ａｂｏｕｔ ａｃｔｉｏｎｓ

・ Ｒｅ ｗ ａｒｄ

・ Ｐ ｏ ｗｅｒ

Ｉｎｆｏｒｎｌａｔｉｏｎ

ｒｅ．ａＣｔ
ｉＯｎＳ

（Ａｃｃｏｕｎｔａｂｉ１ｉｔｙ）

Ａｇｅｎｔ

Ａ ｃｔｉｏ ｎｓ

［ 出 所 ］ Ｇｒａｙ， ｅ
ｔ
．ａ
１
．
１９８７
， ｐ．
３
、
山 上 違 人

，
１９９２
， ｐ．
４

に っ い て 論 を 展 開 し、 「一 般 的 エ イ ジ ェ ン シ ー ・ モ デ ル」 の な か に ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ と い う

用 語 を 組 み 込 ん で い る （Ｐｏｗｅｒ，
１９９１
，ｐｐ．
３１－３３．）（ ［図 ６］ を 参 照 ）。 Ｐｏｗｅｒ は、 「 監 査 と ア カ

ウ ンタ ビリ ティ 構造」 の節で当該モデルを説明 しているが、 内 容的にはエイ
ジェ ンシー理 論の

説明であり、 アカウンタビリティ の内容に は、 ほとん ど触 れられていず、［図 ６］ のＡ と Ｃの

結合プロセス においてアカ ウンタ ビリティ関係が確立する とあるだけである。 位置的にも Ｇｒａｙ

のモデ ルと は異 なる位置 にアカ ウンタ ビリティが置かれて いる。 ま た 「環境的アカウ ンタ ビリ

ティ」 の節 で、「現境的エイ ジェ ンシー ・モデル」（［図７］ を参照） を 提示しており、「この問

題 における環境 的アカウ ンタ ビリティ を明確にする場合の問題 の一っ は、 プリ ンシパ ルそれ自

体 のま さに特徴 づけである。 すなわち、 プリ ンシ
パルは誰であり、『エイ ジェ ント』 は誰 に対

し て 報 告 す る 責 任 が あ る か で あ る。」 （Ｐｏｗｅｒ，１９９１，ｐ．３４．） と 指 摘 し っ っ も・ プ リ ン シ
パ ル に 社

会 ないし自然を置いている。 また、 Ｂ に社会的アカウ ンタ ビリティ を位置させ、 これを環境的

ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ に 置 き 換 え る に は 議 論 が あ る と こ ろ と し て い る （ｉｂｉｄ．，ｐ．３４．）。 い ず れ に

し て も Ｐｏｗｅｒ の い う ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ は、 従 来 か ら い わ れ て い る ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ と は

程遠 い、 極論すれぱ用語は同 じで も全く別 なアカウ ンタ ビリティのよう に感じないではいられ

な い 。

Ｇｒａｙ 等、 Ｐｏｗｅｒ そ の 他 の 論 者 に お い て、 多 少 の 差 異 は あ る も の の・ 委 託 一 受 託 関 係 を 前 提

に す る ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ を、 エ イ ジ ェ ン シ ー 理 論 と 融 合 さ せ て、 あ る い は エ イ ジ ェ ン シ ー 理

［図 ６ ］ Ｐｏｗｅｒ の 一 般 的 エ イ ジ ェ ン シ ー ・ モ デ ル

Ａ Ｐｒｉｎｃｉｐａ１

Ｂ Ｄ

Ａｃｃｏｕｎｔａｂｉ１ｉｔｙ Ｃ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ ／

Ａｇｅｎｔ ａｕｄｉｔ

↓
Ａｃｔｉｏｎ

［ 出 所 ］ Ｐｏ ｗ ｅｒ，
Ｍ
．，
１９９１
， ｐ．
３２
，
Ｆｉｇｕｒｅ １．
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［図 ７］ Ｐｏｗｅｒ の 環 境 的 エ イ ジ ェ ン シ ー ・ モ デ ル

Ｂ ｒ
■■→ＡＳ㏄的ん㎞ 「

Ｓｏｃｉａ１ ａｃｃｏｕｎｔａｂｉ１ｉｔｙ ＥｎＶｉｒＯｎｍｅｎｔａ１ ａ㏄ Ｏｕｎｔｉｎｇ／

Ｌ＿＿→Ｃ㎞岬㎞ ←」
竺」

Φ
Ｅｎｖｉｏｎ ｍ ｅｎｔａ１１ｙ ｒｅ１ｅｖａｎｔ ａｃｔｉｏ ｎ

咄 所 コ Ｐｏ ｗ ｅｒ，
Ｍ
．，
１９９１
，ｐ．
３３
．
Ｆｉｇｕｒｅ ２．

論に救 援さ せて議論が展開され ているが、 理論的に は
妥当 なものといえるのであろうか。 そこ

で、 っ ぎなる論点が出てくる。

（論 点８） 全く前提 （あ るいは行動基準） が異なる 「委託一受託関係」 と 「エイ ジェ ンシー

関係」 を形式的 に似 ているからといっ て、 平面 的に融合することは可能であろうか。

これ は本稿に おける最も大きい論点 であ る。

ＩＩと皿の検討 から明かのように・ 委 託一受託関係 が前 提と して いる のは・ 所 有関

係に基づく受託 物の保全管理連用であり、 その成果 を受 託者 は委 託者に報告・説明

す る 責 任 （ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ） を 負 う と い う こ と で あ る。 こ こ に は エ イ
ジェ ン シ ー

理論に いう プリ ンシパルとエイ ジェ ントが自己の利 益の最大化のために行動すると

いう前提 はない。 エイ ジェ ンシー理論 は新古典派経済 学にいう経済人 （ホモ・エコ

ノミクス） を前提に成り立っている が、 委託一受託 関係は、 そのような前提で成り

立 っ て い る の で は な い。

とす ると、 二っの理論 を、 ただ形式的に極めて 類似しているから
という理由のみ

で融合 して、 何らの前提 や融 合可 能という検討 もなく、 理論展開するこ
とに は無理

があ るのではなかろうか。

も し 従 来 の ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ の 拡 充 に・ エ イ
ジ ェ ン シ ー 理 論 を 用 い る な ら ぱ・

二理論を融合する理論を開発する必要がある。

（論点９） 環境情報 は 「報告」 か 「ディスクロ ジャ ー」 か。

こ れ も グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ の フ レ ー ム ワ ー ク が 明 確 に な れ ぱ、 自 ず と 明

ら か に な る 問 題 で あ る。 っ ま り、 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ が 基 礎 と な る フ レ ー ム ワ ー ク

からは・ 企業の 環境情報は
「報告」 さ れ、 その他の場合 （例え ぱエイ

ジェン シー理

論） が基礎 とな るフ レームワークか らは、 企業の環境 情報 は 「ディク ロ ジャー」 さ

れるの であ 孔 このように解すると、
一部 （論点７） でもみたが・ 以下の意味が、

それなりに良く理解できるように思われ 孔

「会計責 任を論じる場合に は必 ず会 計貴任を要求す る権利を有する者とアカウ ン

タ ブルであるべき義務を負っ ている者とが存在する。 会計責任は任意の もの ではな
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く、 そ れは権利と義務の関係 で把 握さ れる。 会計責任は、 そ の会 計責 任を要求する

権利 を有す る集団に説明すべき義 務を いう。 これに対 して、 情報開示 は、 他の者に

情報を伝達 する知識を有する者による任意 の行為をいうのであり、 こ れは会計責任

に 基 づ く 行 為 で は な い。」 （北 村、 １９９３，ｐ．２０．）

Ｖ
．
お わ り に

本 稿 で は・ グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ に お け る フ レ ー ム ワ ー ク と し て 何 が 適 切 か を 模 索 す

る過程で、 疑問に感 じた点 を （論点） という形式にて述 べてみた。 （論点） のな かに は 的 はず

れのものがないとはいえな いだろう。 忌揮のない ご意見 ご批判 を賜りま すれぱ幸甚に存 じあげ

る次第である。

結 果 と し て、 で は、 グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ の フ レ ー ム ワ ー ク と し て は 何 が 妥 当 か は、

未 だ明 らかにされてはいな いが、 本 稿を基礎に更に検討を加え ていきたいと考えている。

［付言己］

報 告 に 際 し、 多 く の 諸 先 生 か ら 示 唆 に 筥 む ご助 言 を 賜 っ た。 こ の 場 を 借 り て 深 謝 の 意 を 表 す る 次 第 で あ

る 。
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ａｎｄ Ｏ ｗ ｎｅｒｓｈｉｐ Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ
”
，
Ｊｏ 〃 πα｛ ｏゾ ハ παπｃ｛αＺ 亙ｃｏπｏ 肌 た ｓ

，
Ｖ ｏ１．３，

Ｎ ｏ．
３
，
Ｊｕｎｅ １９７６

，

ｐｐ１３０５＿３６０．

Ｍ ａｔｈｅ ｗｓ．
Ｍ． Ｒ．，

Ｓｏｃ｛α 吻 肋 ８ρｏπ８ 〃 ε λ ｃｃｏ阯π 肋 ｇ，
Ｃ ｈａｐ ｍ ａｎ ＆ Ｈ ａ１１，

Ｌｏｎｄｏｎ
，
１９９３．

Ｐｅｒｋｓ
，
Ｒ
－
Ｗ
。、
λ ㏄ ｏ〃 〃 加 ８ α 〃 Ｓ ㏄ ｛ｅ 印 ，

Ｃｈ ａｐ ｍ ａｎ ＆ Ｈ ａ１１，
Ｌｏｎｄｏ ｎ

，
１９９３．

Ｐｏ ｗｅｒ
，
Ｍ
一，

“ Ａ ｕｄｉｔｉｎｇ ａｎｄ Ｅ ｍｉｒｏ ｎ ｍ ｅｎｔａ１ Ｅｘｐｅｒｔｉｓｅ ： Ｂｅｔｗ ｅｅｎ Ｐｒｏｔｅｓｔ ａｎｄ Ｐ ｒｏｆｅｓｓｉｏｎ ａ１．

ｉｓａｔｉｏｎ
”
，
λ ｃｏｏ阯 耐 三πｇ λ 砒 ｄ 肋 πｇ ＆ λ ｃｃｏ〃 耐 α ω 肋 ツ Ｊｏα ｍ α王，

Ｖ ｏ１．
４
，
Ｎ ｏ１
３
．
１９９１
， ｐｐ．

３０－４２．
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Ｏ ｗｅｎ，
Ｄ
．，ｅ
ｄ
．ｌ
Ｇｒｅ舳 月 ψ ｏκ 加ｇ ＿ λ ｃｃｏ山π 吻πｃツ απｄ ‘加 ｃんα〃ｅπ８ε ｏヅ 仇ｅ π

三ｍ れｅｓ＿ ＿ Ｃｈａｐ－

ｍ ａｎ ＆ Ｈ ａ１１
，
Ｌｏｎｄｏｎ，

１９９２．

Ｗ ａｔｔｓ，
Ｒ
．
Ｌ
．，
ａｎｄ Ｚｉ ｍ ｍ ｅｒ ｍ ａｎ

，
Ｊ
．
Ｌ
．，
Ｐｏｓ 棚 〃ｅ λ ㏄ ｏ砒π 伽 ８ 丁 加 ｏｒツ，

１ｓｔ ｅｄ．，
Ｐｒｅｎｔｉｃｅ－Ｈ ａ１１，

Ｉｎｃ。，
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